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（１）母子加算の支給                                １８３億円 

平成２１年１２月より復活した母子加算（月額23,260円（子一人、居宅【１級地】））について、

子どもの貧困解消を図るため、平成２２年度においても引き続き支給する。 

 

（２）子ども手当の創設を踏まえた措置 

子ども手当（平成２２年度は児童手当と併せて月額13,000円）の創設を踏まえ、同手当を

収入認定した上で、子ども手当の効果が被保護世帯に満額及ぶよう所要の措置を行う。 

 

（３）生活保護に係る国庫負担            ２兆２，００６億円（２兆５８５億円） 

生活保護を必要としている者に対して適切に保護を行うため、生活保護制度に係る国庫

負担に要する経費を確保する。 

 

（４）居宅生活移行支援事業（新規）     
             セーフティネット支援対策等事業費補助金（２４０億円）の内数        

被保護者に対して、自立・就労を支援する職員を配置する無料低額宿泊施設に財政支援

を行う居宅生活移行支援事業（１００か所程度）を実施する。 

 

第第９９  暮暮ららししのの安安心心確確保保  

景気の急速な後退に伴う格差の拡大傾向、若年失業者の増大等を背景に高まっている生

活不安を解消し、すべての社会保障制度における最後のセーフティネットである生活保護制

度等の社会保障の機能強化を図る。 

 

１ 生活保護制度の充実 

 

○「住まい対策」の拡充 

平成21年度第2次補正予算案（700億円）において 

・ 「住宅手当」の拡充（最長6か月間→ 一定の条件下で3か月間の延長措置が可能） 

・ ホームレス自立支援の推進（空き社員寮等の借り上げによる「緊急一時宿泊施設」の設

置等の継続的支援を拡充） 

・ 就労支援事業の強化（福祉事務所等に配置する生活保護受給者を対象とする就労支

援員を約2,500名増員（550名→3,050名）、住宅手当受給者を対象とする住宅確保・就

労支援員を約1,250名増員（1,250名→2,500名） 

等により、生活・就労支援を強化する。 
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（５）生活保護世帯に対する就労支援の推進  （再掲・２９ページ参照）  

                                      １５億円（１１億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域での効果的な自殺対策の推進と民間団体の取組支援  

                                   ３．５億円（３．６億円） 

都道府県・指定都市に設置されている「地域自殺予防情報センター」の相談機能を拡充

するほか、関係機関のネットワーク化等により、うつ病対策、依存症対策等の精神保健的な

観点にも着目した地域の自殺対策の向上を図るとともに、自殺未遂者や自殺遺族等へのケ

アに当たる人材を育成するための研修を行う。また、先進的かつ効果的な自殺対策を行って

いる民間団体に対し支援を行う。 

 

（２）自殺予防に向けた相談体制の充実と人材育成        １０億円（１０億円） 

うつ病の早期発見・早期治療につなげるため、一般内科医、小児科医等のかかりつけ医

に対するうつ病の診断・治療・医療連携に関する研修や地域におけるメンタルヘルスを担う

従事者に対する精神保健等に関する研修を行うこと等により、地域における各種相談機関と

精神保健医療体制との連携の強化を図る。 

また、各都道府県単位に設置したメンタルヘルス対策支援センターにおいて、勤労者のメ

ンタルヘルス不調の予防、不調者の早期発見・早期治療のための対策、職場復帰等職場に

おけるメンタルヘルス対策の支援を総合的に実施する。 

 

（３）うつ病等の精神疾患に関する国民の正しい理解の促進 

８１百万円（８０百万円） 

自殺との関連が強いとされるうつ病等の精神疾患に関する国民の正しい理解のための普

及啓発を行う。 

 

 

 

 

 

２ 自殺対策の推進                  １６億円（１８億円） 

○地域における自殺対策の強化 

平成21年度第1次補正予算 (100億円）において、内閣府所管の「地域自殺対策緊急強

化基金」を活用し、今後、地域の実情を踏まえて自主的に自殺対策に取り組む地方公共団

体や民間団体への支援を行う。（平成23年度まで） 
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（４）自殺予防総合対策センターにおける情報提供・調査研究等の推進  

                  独立行政法人国立精神・神経医療研究センター運営費交付金（４６億円）の内数 

総合的な自殺対策を実施するため、自殺予防総合対策センターにおいて、国内外の情報収

集、インターネットによる情報提供、関係団体等との連絡調整を行うとともに、関係機関の相談

員や医療現場に従事する心理職等を対象とした専門的な研修及び自殺の実態を解明するた

めの調査を行う。 

 

 

 

各地域において、一人暮らしなどで支援が必要ではあるが、制度の谷間にあるような世帯

等が孤立せず、安心して暮らせるよう、地域における支援体制づくりを行う。（セーフティネット

支援対策等事業費補助金（２４０億円）の内数） 

 

 

 

政策動向や国民ニーズを踏まえ、高齢者・障害者が自立した生活を送れるよう、また、子ど

もが健やかに安心して成長できるよう支援すること等を目的とし、民間の創意工夫ある独創

的・先駆的な活動や地域に密着した活動等に対し助成を行う。 

 

３ 地域福祉の再構築             
 

４ 民間団体による福祉活動の振興への支援              ３０億円   
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厚生労働行政における国際協力については、感染症対策や医薬品・食品をはじめとする

保健問題が地球規模課題となる中、特に新型インフルエンザをはじめとする感染症対策に

重点を置いた国際的な取組を推進するとともに、世界的な経済危機に伴う雇用危機を踏まえ、

我が国経済と密接に関連するアジア地域の雇用危機問題への対応についても併せて推進

する。 

 

（１）国際機関を通じた国際協力の推進             １４５億円（１５９億円） 

 ①世界保健機関（WHO）等を通じた国際協力等の推進      ８６億円（９８億円） 

世界保健機関等への拠出等を通じ、国連ミレニアム開発目標（MDGｓ）の達成に向け、

アジア地域やアフリカ地域において、新型インフルエンザ・HIV等の感染症対策事業、保

健従事者の育成も含めた保健システム強化事業、食品安全・医療安全事業等を推進す

る。 

 

 ②国際労働機関（ILO）を通じた国際協力等の推進            ５９億円（６２億円） 

国際労働機関への拠出等を通じ、労働者等の健康確保対策の推進など、アジアにおけ

る「ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）」の実現に向けた取組、G8労働

大臣新潟会合で提唱された「グリーン・ジョブ・イニシアティブ（環境問題に配慮した雇用戦

略支援）」に向けた取組を推進するとともに、世界的な雇用危機を踏まえ、アジア地域にお

ける雇用セーフティネット整備支援を推進する。 

 

（２）外国人労働者問題等への適切な対応           ３７億円（３２億円）     

①日系人集住地域のハローワークを中心とした日系人向け相談・支援体制の整備 

      ２３億円（１６億円） 

日系人集住地域を中心に、ハローワークの通訳・相談員の配置等により相談・支援体制

を整備するとともに、日本語能力も含めたスキルアップを行う就労準備研修を引き続き実

施する。 

 

 

 

 

 

１ 国際社会への貢献                  ２１６億円（２３９億円） 

第第１１００  各各種種施施策策のの推推進進  
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 ②高度外国人材の就職促進に向けた取組                  ３．３億円（４億円） 

高度人材の予備軍である留学生の国内就職の促進のためのインターンシップを引き続

き推進するなど、外国人雇用サービスセンターを中心とした就職支援の体制を整備する。

また、高度外国人材が、その有する能力を有効に活用し、企業の基幹業務で活躍できる

雇用管理体系を構築するため、人事・労務管理などの受入体制の整備について企業への

周知・啓発活動を推進する。 

 

 ③技能実習制度の適正な実施                      ５．３億円（６．７億円） 

改正入管法の施行に向けて、新たに義務付けられる初期講習のための体制を整備する

とともに、技能実習生を受け入れている団体・企業への巡回指導、母国語による電話相談

等により、制度の適正な実施を推進する。 

 

 

 

経済連携協定に基づき外国人看護師・介護福祉士候補者を円滑かつ適正に受け入れる

ため、看護・介護導入研修を行うとともに受入施設に対する巡回指導を行う。また、候補者が

円滑に就労・研修できるよう、新たに日本語習得のための集合研修や受入施設における日

本語学習の支援を行う。 

 

 

 

    関係省庁と連携を図りつつ、社会保障・税共通の番号制度について、社会保障分野にお

ける検討を行う。 

 

 

 

 

第３期科学技術基本計画（平成18年3月）を踏まえ、厚生労働行政分野の科学研究等を

推進し、健康安心の推進、健康安全の確保及び先端医療の実現を目指すとともに、イノベー

ション２５（平成19年6月）や革新的技術戦略等を踏まえた重点化を図る。 

   ※平成２２年度に独立行政法人化する国立高度専門医療センターの運営費交付金を含む。 

 

 

 

 

 

 

４ 科学技術の振興                  １，４８７億円（１，２０７億円） 

２ 経済連携協定の円滑な実施            ８．７億円（０．８億円） 

 

３ 社会保障・税共通の番号制度の検討（新規）              ６百万円 
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平成22年度は戦後６５周年にあたることから、これまで陸上慰霊で実施してきた戦没者遺

児による慰霊友好親善事業について、洋上慰霊も実施するとともに、未送還遺骨に関する情

報収集を拡充し、フィリピン地域をはじめ遺骨収集についてさらなる強化を図る。 

また、中国残留邦人等への支援策を着実に実施する。 

 
 

 

 

高齢化が進む原爆被爆者の援護施策として、医療の給付、諸手当の支給、原爆養護ホー

ムの運営、調査研究事業など総合的な施策を引き続き推進する。 

また、「原爆症認定集団訴訟の原告に係る問題の解決のための基金に対する補助に関す

る法律」に基づき原爆症認定集団訴訟の問題解決のための基金の創設に補助を行う。 

 

 

 

「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」等に基づき、ハンセン病療養所の入所者

に対する必要な療養の確保、退所者等に対する社会生活支援策、偏見・差別の解消のため

の普及啓発等の施策を着実に実施するとともに、ハンセン病療養所における歴史的資料等

の保存等に向けた取組を推進する。 

 

 

 

（１）取締体制の強化                        ５．８億円（５．６億円） 

巧妙化、広域化かつ組織化する麻薬・覚せい剤・大麻等の薬物事犯に迅速かつ的確に対

応するため、暴力団や外国人犯罪組織などの取締体制を強化する。 

 

（２）依存症対策の推進                         ８９百万円（５０百万円） 

地域における薬物・アルコール依存症対策を推進するため、「依存症対策推進計画」を策

定し、その計画に基づいた依存症対策事業を実施するとともに、依存症者の社会復帰支援

を強化するため、関係者の資質向上を図る。 

 

 

 

５ 戦傷病者・戦没者遺族、中国残留邦人等の援護等   

４６２億円（４９８億円） 

８ 麻薬・薬物・依存症対策                ９．７億円（９．７億円） 
 
 

６ 原爆被爆者の援護            １，５５０億円（１，５３２億円） 

 

７ ハンセン病対策の推進                ４０７億円（４２２億円） 
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水道施設の耐震化や水道事業の広域化を重点的に推し進めるとともに、水道水による健

康リスク低減のため、引き続き水道水質基準の検討、水質検査体制の精度確保を図るほか、

今なお残存する鉛管の布設替えの促進方策の検討など、水道水質管理の一層の高度化を

推進する。 

 

 

 

カネミ油症認定患者が多く在住する地域において、油症に関する調査を実施するための

調査方法等について検討するなど、油症研究を推進する。 

 

 

 

 

生活衛生関係営業経営の健全化、衛生水準の維持向上を図るため、全国生活衛生同業

組合連合会等を通じた経営改善、消費者サービスの向上についての取組を強化するととも

に、各都道府県生活衛生営業指導センターにおける支援活動の充実を図る。 

１０ カネミ油症研究の推進              ３３百万円（３６百万円） 

 

 

１１ 生活衛生関係営業の指導及び振興の推進       ２２億円（２０億円） 

 

９ 安全で良質な水の安定供給            ４７１億円（６６７億円） 

 



- 60 - 

 

平成２２年度厚生労働省予算案の主要事項一覧表 

 

                      

                                                         

項目 主要事項 
平成 21 年度 

予 算 額 

平成 22 年度 

予 算 額 

第１ 安心して子育てできる環

境整備 

 

 

 

 

 

 

第２ 信頼できる年金制度に向

けて  

 

第３ 厳しい経済環境下におけ

る雇用・生活安定の確保

～雇用のセーフティネッ

トの整備～ 

 

 

第４ 質の高い医療サービスの

実現 

 

第５ 健康で安心できる生活の 

確保 

 

 

 

 

 

第６  障害者支援の総合的な 

支援 

 

 

 

 

１ 子ども手当の創設（新規） 

２ ひとり親家庭への自立支援策の充実 

３ 待機児童の解消に向けた保育サービスの充実等 

４ すべての子育て家庭に対する地域子育て支援対策の充実 

５ 児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実 

６ 母子保健医療対策の充実 

７ 出産の経済的負担の軽減 

８ 仕事と家庭の両立支援 

１ 年金記録問題の解決 

２ 信頼される日本年金機構の運営 

３ 公平な年金制度 

１ 緊急雇用対策 

２ 雇用のセーフティネットの拡充 

３ 雇用創出 

４ 生涯にわたるキャリア形成支援・職業能力開発支援 

５ 若者・女性・高齢者・障害者等の就業実現及び両立支援 

６ 非正規労働者への総合的対策 

１ 国民皆保険の堅持 

２ 救急医療・周産期医療の体制整備等 

３ 医師確保・医療人材確保対策等の推進 

１ 新型インフルエンザ対策 

２ 肝炎対策  

３ がん対策の総合的かつ計画的な推進 

４ 難病などの各種疾病対策、移植対策及び生活習慣病対策の推進 

５ 健康危機管理体制の強化・推進 

６ 医薬品・医療機器の開発促進及び安全対策の推進等  

７ 食の安全・安心の確保 

１ 利用者負担の軽減（新規） 

２ 障害福祉サービス等による障害者支援の推進 

３ 精神医療の質の向上、地域移行支援などの精神障害者施策の

推進等 

４ 発達障害者等支援施策の推進 

５ 障害者に対する就労支援の推進（再掲） 

― 

１７５,４１６ 

  ３７７,８０５ 

４４,６６０ 

９２,６２４ 

２３,４７５ 

７,９３４ 

９,９５５ 

２８,３６６ 

６４,１８４ 

９,８５９,２７１ 

１１２,２４２ 

― 

１１１，０８４ 

５５，６７２ 

１５８,４８２ 

５７,３８４ 

９,０１３,８８７ 

４６,５６５ 

４７,１１５ 

１４,４４５ 

２０,５４７ 

２３,６８０ 

１６３,２１８ 

８０８ 

３６,９７４ 

１５,０５７ 

― 

９６７,０８８ 

２６,４５４  

 

８７８ 

 ２２,７６８  

１,４７２,２２８ 

２００,１２０ 

  ４１５,５２２ 

４１,４５９ 

９４,７０６ 

３１,７５０ 

１８，１６２ 

９,７７３ 

９０,９９２ 

３０５,８３９ 

１０，１２５，９８９ 

８４５,７４７ 

１６,９５２ 

６５９,７２０ 

６０,７９１ 

１２５,３４２ 

４３,５０１ 

９,４４４,２２４ 

４４,３０８ 

３６,９９７ 

１１,６２１ 

２３,６４３ 

３１,６０４ 

２２２,８０９ 

７１４ 

３４,２４３ 

１５,０２０ 

１０,６７４ 

１,０９０,３７５ 

２８,１６６ 

 

７４９ 

２２,９８５ 

（単位：百万円） 
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